
記載の手引き
（概要版）

2024年度版（Ver.1） 神奈川県脱炭素戦略本部室

事業活動温暖化対策計画書等



はじめに

 この資料は、神奈川県地球温暖化対策推進条例に基づき

「事業活動温暖化対策計画書」等を提出される事業者の

皆様向けの「記載の手引き」の一部を抜粋した概要版です。

 また、昨年度からの運用変更点を中心に解説していますが、

書類の作成に当たっては、記載の手引き内の記載要領や、

各様式に付属している記載例などもご参照ください。

（各スライド右上に、記載の手引きの参照ページを表示しています。）

 資料の記載内容は、適宜更新しますので、あらかじめ

ご承知おきください。
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1. 計画書制度の概要

 事業活動温暖化対策計画書制度とは

 手続きの流れ

 計画書等の記載内容

 提出書類のダウンロード

 提出された計画書等の公表
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4

事業活動温暖化対策計画書制度とは

根拠：神奈川県地球温暖化対策推進条例
（事業者・県民の自主的な対策を促進、2009年制定）

特定大規模事業者（事業者単位）

計画書等
の提出

神奈川県

審査・公表

県内で一定規模以上の事業活動を行う事業者（特定大規模事業者）に対して、

自身の事業活動によって生じるCO2の削減目標や、削減のための対策などを

記載した計画書等の提出を義務付け、県が審査・公表する制度

手引き
p3参照



5

工場や事業所における事業活動（フランチャイズチェーン事業を含む）

県内における原油換算エネルギー使用量（前年度）の合計が

1,500kL／年以上

自動車を使用した事業活動（例：バス・タクシー業者、配送業者など）

使用の本拠地が神奈川県内として登録された自動車（前年度末）が

100台以上（軽自動車を除く）

＜目安＞
 オフィス：電気使用量 約600万kWh／年 程度
 コンビニ：30～40店舗 程度
 ホテル ：300～400室 程度
 病院 ：500～600床 程度 など

（出典：工場の省エネ推進の手引き、資源エネルギー庁）

一定規模未満の
「中小規模事業者」
も任意で計画書等
の提出が可能！

参考：「一定規模以上」の目安 手引きp5参照



事業活動を
両市内のみで実施

事業活動を両市内とそれ以外の県の区域（県域）で実施

県域に15kL以上の
事業所がある

県域に15kL未満の
事業所しかない

県への書類提出不要 原則、県域の事業所等に関する
削減計画を提出

県への書類提出不要（特例）

6

横浜市・川崎市（県と同等の計画書制度）

相模原市（提出義務のない任意の計画書制度）

⇒県の計画書制度の対象とならない市内事業者（中小規模事業者）が対象

参考：県内政令市との関係

※県全体で1,500kL/年以上のエネルギー使用量がある前提。
自動車（100台以上）に関する計画も同様。

手引きp9参照
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手続きの流れ（４年計画の場合のイメージ） 手引きp3参照

期 年度 事業者 県

2023 ○エネルギー使用量1,500kL/年以上 or 自動車100台以上※

１
期
目

2024
(１年目)

●計画書（１期目）作成・提出（～７月末日） ◆審査・公表
（～翌年３月頃）

2025
(２年目)

●排出状況報告書（１年目実績）作成・提出（～７月末日） ◆審査・公表
（～翌年３月頃）

2026
(３年目)

●排出状況報告書（２年目実績）作成・提出（～７月末日） ◆審査・公表
（～翌年３月頃）

2027
(４年目)

●排出状況報告書（３年目実績）作成・提出（～７月末日） ◆審査・公表
（～翌年３月頃）

２
期
目

2028
(５年目)

●結果報告書（１期目総括）作成・提出（～７月末日）

●計画書（２期目）作成・提出（～７月末日）

◆審査・公表
（～翌年３月頃）

2029
(６年目)

●排出状況報告書（１年目実績）作成・提出（～７月末日） ◆審査・公表
（～翌年３月頃）

2030
(７年目)

… …

削
減
対
策
の
実
施

削
減
対
策
の
実
施
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計画書 の記載内容

計画期間
（2024年度は原則１年間又は４年間のいずれかで設定）

CO2削減に向けた基本方針

基準排出量
（前年度のエネルギー使用量から算出）

削減目標値
（任意設定、年１％削減が一般的）

目標達成のための具体的な対策

エネルギー管理指定工場等※ごとの対
策（該当がある場合のみ）

など

※原油換算エネルギー使用量が1,500kL/年以上の工場等
（エネルギーの使用の合理化等に関する法律：省エネ法）

事業活動温暖化対策計画書（第１号様式）のイメージ
（中小規模事業者用は第３号様式）

【注意】
特定大規模事業者と中小規模事業者
は様式が異なります！
（排出状況報告書、結果報告書も同様）

手引きp3参照



9

排出状況報告書 の記載内容

前年度のCO2排出量
（前年度のエネルギー使用量から算出）

CO2排出量の増減理由

前年度に実施した主な削減対策

エネルギー管理指定工場等ごとの
CO2排出状況（該当がある場合のみ）

など

排出状況報告書（第５号様式）のイメージ
（中小規模事業者用は第６号様式）

手引きp3参照
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結果報告書 の記載内容

計画期間中 各年度のCO2排出量

削減目標の達成状況、
達成・非達成の要因分析の結果

（事業活動の動向、削減対策の実施状況など
から分析）

計画策定時に予定していた削減
対策の実施結果

エネルギー管理指定工場等ごとの
削減目標の達成状況（該当がある場合のみ）

など

結果報告書（第７号様式）のイメージ
（中小規模事業者用は第８号様式）

目標の達成状況や
得られた課題などを
次期計画に適切に反映！

手引きp3参照
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提出書類のダウンロード

https://www.pref.kanagawa.jp/
docs/ap4/cnt/f6674/
（「神奈川県 事業活動」で検索）

ページ中段へ

各種様式をダウンロード可能

⇒その他参考資料として、
・提出書類確認フロー図
・計画書等記載の手引き
・電子申請システム操作手順書
・Q&A集

などもダウンロードできます

受付フォームから電子申請
システムにログインすると、
過去の提出書類の最終版が
ダウンロードできます。
※過去に電子申請システムから
書類提出された事業者の方のみ

手引きp1参照

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/
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提出された計画書等の公表

②対象事業者の検索
（事業者名を入力又は、該当する業種を選択
して検索）

https://www.pref.kanagawa.jp/osir
ase/0502/datsutanso-report/
（ 「かながわ脱炭素レポート」で検索）

手引きp3参照

①「事業者検索」をクリック

（トップページ）

（事業者検索ページ）

https://www.pref.kanagawa.jp/osirase/0502/datsutanso-report/


2. 計画書等の提出について

 毎年度当初の確認フロー

 提出時期

 提出方法

 その他の注意点
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毎年度当初の確認フロー

 計画期間や前年度のエネルギー使用量等を基に、提出書類
を確認してください。

14※上記のほか、社名、本社所在地等に変更があった場合は、変更届が必要です。

ポイント！

手引きp12参照

エネルギー
使用量等の
集計方法は、
手引きp5～8



提出時期

 該当する書類を次の時期に提出してください。

15

※新たに特定大規模事業者に該当することが判明した場合や、合併・事業承継、工場移転等による
エネルギー使用量の大幅な変更が生じた場合は、早めにご相談ください。

手引きp12参照

提出する書類 提出時期

計画書
４月１日～７月31日
※事業を廃止（又は計画を中止）した場合は、廃止届（又は中止届）の提出と

併せて当該届出日の翌日から起算して90日以内に結果報告書を提出

排出状況報告書

結果報告書

変更（廃止・休止・再開）

届出書

事象発生後速やかに
【届出が必要な事象の例】
○変更：合併による商号（社名）変更、本社移転など
○廃止：県外への事業所移転等により県域での事業活動がなくなる場合など

中止届出書
事業活動の変動などにより特定大規模事業者に
該当しなくなり計画を中止する際



提出方法

 原則、電子申請システムで提出してください。
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手引きp13参照

■電子申請システム受付フォーム
「事業活動温暖化対策計画書制度」（←「神奈川県 事業活動」で検索）

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/

（↑ページ内の「計画書などの作成・提出方法について」の項目に様式ごとの受付フォームがあります。）

＜注意＞
●初回の利用者登録が必要です。
●ID（登録時のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）等は
大切に保管してください。

⇒登録した担当者名、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ、
商号、代表者名等の変更が
あった場合、システム上で
登録内容の変更手続きを実施
してください。

※詳しくは、上記ＨＰ掲載の
「電子申請システム操作手順書」をご参照ください。

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/


 受任者（代理者）名義で書類提出する場合

提出書類はすべて代表者印の押印は不要ですが、その上で、

事業所長など代表者以外の名義での提出をご希望の場合は、

委任状（押印不要）を添付してください。
※様式は、任意ですが、ホームページ上に参考様式を掲載していますので、ご活用ください。

※過去に提出した委任状の内容に変更がなければ、再提出は不要です。

 過去に提出した書類の記載ミス等が判明した場合

過去に提出済の書類に記載ミス（集計漏れ）等があり、

修正が必要な場合は、速やかにご相談ください。

⇒県側で修正内容を確認※の上、県ホームページでの公表事項

の修正が必要となった場合、修正理由書（押印不要）を

ご提出いただきます。
※訂正内容の確認に当たって、数値等の根拠となる資料の提出をお願いする場合がありますので、

その場合は、県または県からの受託業者の指示に基づいて対応してください。

17

その他の注意点 手引きp14参照



3. 昨年度からの変更点等

 計画期間の改正

（今年度計画書作成事業者のみ対象）

 様式の変更点（概要）

 その他
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計画期間の改正
 県では、特定大規模事業者の状況を正確に把握・分析するとともに、横浜市

及び川崎市の制度との整合を図り、連携した施策展開を可能とするため、令
和7年度から計画期間を「3年間固定制」に変更し、令和9年度までに全事業
者が計画を一旦終了するよう移行期間を設定し、令和10年度から完全移行す
ることとしました。

 そのため、円滑な制度移行に向けて、令和６年度に計画書を提出する事業者様に
ついては、計画期間を「１年間又は４年間のいずれかの期間」としていただきま
すようお願いいたします。

19今後の計画期間のイメージ



特定大規模事業者向け様式

事業活動温暖化対策計画書、排出状況報告書、結果報告書

⇒主な修正なし（記入欄外の年度記載の修正など微修正のみ）

別紙１（エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表）、別紙２（自動車管理表）

⇒主な修正なし（電気のCO2排出係数の年度修正など微修正のみ）

別紙３（工場等対策チェックリスト）、別紙４（自動車対策チェックリスト）

⇒主な修正なし（電気のCO2排出係数の年度修正など微修正のみ）

20

様式の変更点（概要）

※詳しくは、「書類作成時の注意点」をご参照ください。



中小規模事業者向け様式

事業活動温暖化対策計画書、排出状況報告書、結果報告書

⇒・事業活動温暖化対策計画書に入力補助シートを追加

（簡易に計画書を作成するためのシートを作成しました。入力補助シートに記入することで

計画書の各項目にデータが反映されますので、ご活用ください。）

・他、記入欄外の年度記載の修正など微修正

別紙１（エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表）、別紙２（自動車管理表）

⇒・別紙１の入力項目を簡素化
（中小規模事業者の場合入力が不要な項目（エネルギー管理指定工場等）を削除しました。）

・他、電気のCO2排出係数の年度修正など微修正

21

様式の変更点（概要）

※詳しくは、「書類作成時の注意点」をご参照ください。



その他

2022年度、省エネ法が改正（2023年４月１日施行）

＜主な改正内容＞

・「エネルギー」の定義に「非化石エネルギー」が追加

・原油換算エネルギー使用量の算出に用いられる換算係数

の見直し など

※今年度の定期報告（2022年度実績）分については、

「なお従前のとおり」とする経過措置あり。

22

本県の計画書制度においては、集計する「エネルギー」を
改正前の省エネ法と同様することとし、当面、非化石エネ
ルギー使用量の報告は不要とします。



4. 一般的な書類作成の流れ

 排出状況報告書（第５号様式） の作成

 結果報告書（第７号様式）の作成

 計画書（第１号様式）の作成

23



一般的な書類作成の流れ

排出状況報告書 の作成（第１・２号該当事業者の場合）

24

□報告対象年度のエネルギー使用量を入力
※排出係数の取扱見直しにより、2022年度報告分から「計画の初年度」の選択は不要と

なりました（毎年、最新の数値を適用）。

□報告対象年度のエネルギー外部供給量を入力
（供給実績がある場合のみ）

□別紙１の内容を報告書に転記

□CO2排出量の対前年度増減、対策実施等の状況を説明

※第３号該当事業者（対象自動車100台以上）は、別紙１⇒ 別紙２と読み替えてください。

排出状況
報告書

（第５号様式）

別紙１
(ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化

炭素排出量計算表)

【注意！】
毎年、最新の様式をホームページからダウンロードして作成してください。

（事業活動温暖化対策計画書制度https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/index.html）

手引きp17～参照

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/index.html


一般的な書類作成の流れ

25

□最終年度のエネルギー使用量を入力
※排出係数の取扱見直し（計画初年度固定⇒ 算定対象年度ごとの公表値を使用）により、

2022年度報告分から「計画の初年度」の選択は不要となりました。

□最終年度のエネルギー外部供給量を入力
（供給実績がある場合のみ）

□エネルギー管理指定工場等ごとに、計画策定時の
別紙３－１※のチェック内容をコピーして編集

※2022年度報告分から従来の別紙3-1,3-2は別紙３のみになりました。なお、横浜・川崎を
除く県域に「エネルギー管理指定工場等」がない場合は、別紙３の作成は不要です。

□別紙１、３の内容と各年度の実績等を報告書に転記

□目標の達成状況、対策の進捗状況等を評価、分析

※第３号該当事業者（対象自動車100台以上）は、別紙１⇒ 別紙２（自動車管理表）、
別紙３⇒ 別紙４（自動車対策ﾁｪｯｸﾘｽﾄ）と読み替えてください。

別紙３
(工場等対策ﾁｪｯｸﾘｽﾄ)

結果報告書 の作成（第１・２号該当事業者の場合）

別紙１
(ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化

炭素排出量計算表)

結果報告書
（第７号様式）

【注意！】
毎年、最新の様式をホームページからダウンロードして作成してください。

（事業活動温暖化対策計画書制度https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/index.html）

手引きp35～参照

ＰＤＣＡ
を意識！

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/index.html


一般的な書類作成の流れ

26

□結果報告書用の別紙１をそのまま使用
※排出係数の取扱見直し（計画初年度固定⇒ 算定対象年度ごとの公表値を使用）により、

2022年度報告分から別紙１は結果報告書と計画書の兼用（個別作成不要）となりました。

□結果報告書用に作成した別紙３の「今期」欄に
前期の取組結果を踏まえて、今期の取組を記入
※2022年度報告分から別紙３は結果報告書と計画書の兼用（個別作成不要）となりました。

なお、横浜・川崎を除く県域に「エネルギー管理指定工場等」がない場合は、
別紙３の作成は不要です。

□別紙１、３の内容を計画書に転記

□前期の取組結果を踏まえて、今期の取組等を記入

※第３号該当事業者（対象自動車100台以上）は、別紙１⇒ 別紙２（自動車管理表）、
別紙３⇒ 別紙４（自動車対策ﾁｪｯｸﾘｽﾄ）と読み替えてください。

別紙３
(工場等対策ﾁｪｯｸﾘｽﾄ)

計画書 の作成（第１・２号該当事業者、前期から継続の場合）

別紙１
(ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化

炭素排出量計算表)

計画書
（第１号様式）

【注意！】
毎年、最新の様式をホームページからダウンロードして作成してください。

（事業活動温暖化対策計画書制度https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/index.html）

手引きp71～参照

ＰＤＣＡ
を意識！

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/index.html


5. 書類作成時の注意点

 共通事項

 別紙１ 及び 別紙２

 別紙３ 及び別紙４（結果報告書、計画書を提出する場合のみ）

 報告書本体

27

（エネルギー起源二酸化
炭素排出量計算表）

（自働車管理表）

（工場等対策
チェックリスト）

（自働車対策
チェックリスト）



共通事項

書類作成作業に用いるパソコンは、

Microsoft Excel 2013 以降のバージョンが

インストールされたものを推奨します。

※Excel2010以前のバージョンでは、一部様式で

正常に作業できない場合が想定されます。

お困りの際は、個別にご相談ください。

28



共通事項

 県ホームページから最新の様式 をダウンロードして

書類を作成してください。

29

「事業活動温暖化対策計画書制度」のページ

今年度ご提出いただく書類ごとに

報告書（計画書）本体と添付資料が

一覧で掲載されています。

提出書類確認フロー図等でご確認の上、

必要な書類をダウンロードしてください。



共通事項

 今年度の書類作成に当たって、過年度の提出書類（計画書等）
を参照する場合、審査完了時点のバージョンをご参照ください。

※過去に提出された書類は、審査中に修正されている場合が多く、

データの参照間違いにご注意ください。

30

2021年度以降に
電子申請システムから書類を
ご提出された事業者の方は、
同システム内に最終版の電子
データが保存されています。

※過去の最終データの確認方法は、
下記ＵＲＬに掲載の「電子申請シス
テム操作手順書」をご参照ください。

「事業活動温暖化対策計画書制度」
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/
ap4/cnt/f6674/index.html



別紙１及び別紙２（共通）

 エネルギー使用量(又は自動車台数) 等は【入力シート】へ入力

※【入力シート】以外のシートの削除、名称変更等は行わないでください。

31

エネルギー使用量等を入力シートの
一覧表に入力することで、集計区分
（全県、県域、指定工場等）ごとの
・原油換算エネルギー使用量
・エネルギー起源二酸化炭素排出量
・排出量原単位
を一覧で把握できます。

手引きp19.39等
参照

入力した値は、各シートに自動反映され、
燃料ごとのCO2排出量等の詳細な計算結果が
確認できます。
＜例：全県（総括）シート＞

（エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表） （自働車管理表）



別紙１（エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表）

 最初に「1 基礎情報」の 黄色い網掛け部分に必要事項を

入力及び、該当するものを選択

32

別紙１：エネルギ－使用量【入力シート】

◆横浜・川崎市内
◆横浜・川崎を除く県域
のそれぞれについて、
事業所等の件数などを
入力（または選択）

基礎情報の入力もれが
ある場合は、チェック欄
にエラーメッセージが
表示されます。

排出係数の取扱見直しに
伴い、「計画の初年度」
は選択不要となりました。

手引きp19.39等
参照



別紙１（エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表）

 次の３区分のうち該当するものにエネルギー使用量を入力

①横浜・川崎市内の全事業所の合計

②県域（横浜・川崎以外の県の区域）の指定工場等※以外の事業所の合計

③県域（横浜・川崎以外の県の区域）の指定工場等※ごと
※「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」のエネルギー管理指定工場等（第１種または第２種）

33① ② ③

別紙１：エネルギ－使用量【入力シート】 基礎情報の入力内容に応じて、
要入力箇所が黄色くなります
（不要箇所はグレーのまま）。

報告書等に転記してい
ただく「全県の合計」
及び「県域の合計」は
自動計算

手引きp19.39等
参照



別紙２（自働車管理表）

 「2 報告対象年度の車両台数」は 「全県」・「県域」の区分
ごとに 黄色い網掛け部分に必要事項を入力

34

別紙２：入力シート
報告対象年度中に減車(廃車)
した台数は取得年度※により
計上欄が異なることに注意
※報告対象年度の前年度以前の取得
（b）か、報告対象年度中の取得（d）か

「県域」に関する台数等は、
「全県」の台数等から
「使用の本拠の位置」が
横浜・川崎市内にある
車両の台数等を除いた値
を入力してください。

手引きp23.43等
参照
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報告対象年度に電気の供給を受けた
「電気事業者名」と「調整後排出係数のメニュー」
をプルダウンで選択

※メニュー別の係数の値は、2023年12月22日環境省公表値が適用されます。
電気事業者ごとのメニュー一覧は、同省ホームページまたは

「参考_電気のCO2排出係数」のシートをご参照ください。

 電気使用量は、電気事業者の調整後排出係数メニュー別に入力

※提供メニューがない場合は、「メニューなし」を選択

（メニューが不明な場合は、該当の電気事業者に直接お問合せください。）

手引きp21,41等
参照

【別紙１】

＜2023年度からの変更点＞
最上段は「東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱」の
「ﾒﾆｭｰL」が初期設定されていますが、
・2022年度報告時の「ﾒﾆｭｰG」
・2023年度報告時の「ﾒﾆｭｰJ」
（いずれも残差：係数０以外）に相当

別紙１及び別紙２（共通）
（エネルギー起源二酸化炭素排出量計算表） （自働車管理表）

係数の記載更新

L
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 最初に「1 基礎情報」の 黄色い網掛け部分に必要事項を

入力及び、該当するものを選択

別紙３及び別紙４（共通）
（工場等対策チェックリスト） （自働車対策チェックリスト）

「終了または中止」、「新規」を選択
した場合、チェックリストの入力不要
箇所がグレーアウトします。

別紙３は「業務部門」と
「産業部門」の２種類あり、
工場ごとに適切な方を選択

別紙３は指定工場等が複数ある場合は、
シートをコピーして指定工場等ごとに
作成してください。

手引きp47,81等
参照



分類名 区
分
番
号

対策内容 該
当
な
し

実
施
済
み

実
施
予
定

実
施
予
定
な
し

実
施
結
果

　　備考
（実施結果が
×：未実施の場
合は理由を記
載）

該
当
な
し

実
施
済
み

実
施
予
定

実
施
予
定
な
し

　　備考
（実施予定なし
が○の場合は
理由を記載）

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減に関する役割分担・
責任・権限を明確化した推進体制の整備 　 ○ ○ ○

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減に関する人材育成及
び省エネルギー・温暖化対策関連教育（協力
会社を含む）

○ ○ ● ○

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減対策に関する情報・
実績・評価結果等の適切な伝達･周知 ○ ○

推進体制の
整備

3101 社員の温室効果ガス排出削減活動に対する
支援制度の確立や自主的な研究・活動サー
クル等への支援

○ ×

体制が整わず
見送り

○

体制が整わない
ため来期以降
に実施予定

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減に関する目標設定、実行
計画・運用基準等の策定及びそのPDCAサイクル
管理（必要な場合は協力会社を含む）

○ ● ○ ○

削減対策
前　期（～2022年度） 今　期（2023年度～）

計　画 結　果 計　画

37

 前期計画書（～2023年度）に添付した「別紙３－１」（又は別紙４）

のチェック項目のセルをコピーして対応する範囲に貼付け

過去の計画書に添付した別紙３－１

今回の結果報告書等に
添付する別紙３

①チェック項目のセルを
コピー＆ペースト

（「値の貼付け」推奨）

手引きp47,81等
参照別紙３及び別紙４（共通）

（工場等対策チェックリスト） （自働車対策チェックリスト）

前期（～2023年度） 今期（2024年度～）



分類名 区
分
番
号

対策内容 該
当
な
し

実
施
済
み

実
施
予
定

実
施
予
定
な
し

実
施
結
果

　　備考
（実施結果が
×：未実施の場
合は理由を記
載）

該
当
な
し

実
施
済
み

実
施
予
定

実
施
予
定
な
し

　　備考
（実施予定なし
が○の場合は
理由を記載）

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減に関する役割分担・
責任・権限を明確化した推進体制の整備 　 ○ ○ ○

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減に関する人材育成及
び省エネルギー・温暖化対策関連教育（協力
会社を含む）

○ ○ ● ○

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減対策に関する情報・
実績・評価結果等の適切な伝達･周知 ○ ○

推進体制の
整備

3101 社員の温室効果ガス排出削減活動に対する
支援制度の確立や自主的な研究・活動サー
クル等への支援

○ ×

体制が整わず
見送り

○

体制が整わない
ため来期以降
に実施予定

推進体制の
整備

3101 温室効果ガス排出削減に関する目標設定、実行
計画・運用基準等の策定及びそのPDCAサイクル
管理（必要な場合は協力会社を含む）

○ ● ○ ○

削減対策
前　期（～2022年度） 今　期（2023年度～）

計　画 結　果 計　画

38

 前期計画書（～2023年度）での実施結果を選択
 今期の計画（2024年度～）の実施予定等も選択（計画終了・中止の事業者以外）

今回の結果報告書等に添付する別紙３

③前期までの実施状況等
を踏まえて、今期計画の
対策を検討・選択
⇒今期の目標達成に

向けて取組を強化・
拡大する対策又は
新たに取り組む対策
は「実施予定」欄で
「○」を選択

※実施予定なしを選択時は、
備考欄に理由も記載のこと

手引きp47,81等
参照別紙３及び別紙４（共通）

（工場等対策チェックリスト） （自働車対策チェックリスト）

前期（～2023年度） 今期（2024年度～）

②計画時に「実施予定」とした
対策の実施状況を選択

（●：実施、▲：一部実施、×：未実施）
※未実施選択時は、備考欄に理由も記載のこと



39

 年度は「西暦」で記入

計画書等に記載する年度は、
「西暦」の４ｹﾀ数字で記入

※過去の計画書で記入した
「基準年度」等も和暦から西暦
に変換してください。

報告書本体（共通）
手引きp27,51,85

等参照

2024

2023
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 計画対象区域に応じて「計画対象」欄で○を選択

（計画対象区域…「全県」又は「県域」（横浜・川崎を除く県の区域））

「全県」が計画区域：上段に○
「県域」が計画区域：下段（うち～）に○
※県域にしか事業所がない場合は下段に○

報告書本体（共通）
手引きp27,51,85

等参照
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 二酸化炭素排出量等の対前年度比較（排出状況報告書 第２・３面）

及び 削減目標達成状況（結果報告書 第２・３面）に関する説明は、

「基礎排出係数」 により算出した値で評価
※ただし、調整後排出係数を用いて算出した排出量の増減状況を

併記することも可とします。（昨年度と同様）

報告書本体（排出状況報告書・結果報告書）
手引きp29,53等

参照

結果報告書（第７号様式）（第２面一部抜粋）

別紙１【入力シート】（エネルギー使用量）
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お問合せ先

【計画書等の作成に関する問合せ先】

対応窓口：エヌエス環境株式会社
電 話 ：045-274-5274 （令和６年５月８日以降）

070-1361-6058（令和６年５月１日から５月７日まで）
e-mail ：kanagawa-ondanka@ns-kankyo.co.jp

※受付時間は平日午前９時から午後５時まで

各種様式は上記ページからダウンロードできます。
ＵＲＬ：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/

神奈川県 事業活動 検索

mailto:kanagawa-ondanka@ns-kankyo.co.jp
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f6674/


参考：修正履歴
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Ver. 日付 改訂等の概要

1 2024.5.1 発行


